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電力の約7割が化石燃料

■発電電力量の構成比 (2024年度) 

70％ of Electricity from Fossil Fuels

kWh：キロワット時 出典：資源エネルギー庁の公表データをもとに
自然エネルギー財団が作成
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CO2排出係数は20年間で微増

■電力のCO2排出係数の推移 (全国平均、使用端) 

Carbon Emissions Factors for 20 years

出典：資源エネルギー庁
「2024年度エネルギー需給実績」

中国：0.64

米国：0.38

ドイツ：0.33

英国：0.18

(2024年, IEA)
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電気料金は2022年度から高騰

■電気料金の推移 (全国平均) 

Electricity Tariffs Soared since FY2022

出典：電力・ガス取引監視等委
員会の公表データをもとに自然
エネルギー財団が作成

注：再エネ賦課金と消費税を含
まない。高圧と低圧は政府の電
力・ガス料金支援による値引き
を含む（2022～2025年度）。
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2026年7月分から燃料費が再び上昇

■平均燃料価格の推移 (電気料金の使用月) 

Fuel Costs Increasing from July

出典：旧一般電気事業者
の公表データをもとに自
然エネルギー財団が作成

注：各月の電気料金には
使用月の2～4カ月前の平
均燃料価格を反映。
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自然エネルギーの電力は伸び悩み

■自然エネルギーによる電力の比率の推移

Slow Progress in Renewable Electricity

ドイツ：59％

英国：54％

中国：39％

米国：26％

(2025年, IEA)

出典：資源エネルギー庁の公表データをもとに
自然エネルギー財団が作成
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主力の太陽光発電も伸び悩む

■太陽光による発電電力量の推移 (自家消費分を除く)

Solar PV Stagnating

出典：一般送配電事業者の公表データをもとに
自然エネルギー財団が作成

TWh：テラワット時
 (＝10億キロワット時)
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地域の反対が強まる

■北海道釧路市の「ノーモア メガソーラー宣言」 (2025年5月) 

Local Oppositions Intensifying

出典：釧路市



9出典：内閣官房

閣議決定：2025年12月23日

大規模太陽光発電事業（メガソーラー）
に関する対策パッケージ（案）

１：不適切事業、不適切事案に対する
法的規制の強化等

２：地域の取組との連携強化

３：地域共生型への支援の重点化

太陽光発電の規制強化と促進策

■政府による規制強化と地域共生の方針

Regulation and Promotion for Solar
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■2040年度におけるエネルギー需給見通し

出典：資源エネルギー庁

国の目標は太陽光発電を3倍増
Tripling Solar PV by 2040
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膨大に残る太陽光発電のポテンシャル

■太陽光発電の導入ポテンシャル分析

Enormous Potential for Solar PV

GW：ギガワット (＝100万キロワット） DC (直流) ベース

NEDO：新エネルギー・産業技術総合開発機構 R01：令和元年、R03：令和3年 出典：太陽光発電協会
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規制と促進を両立させる自治体

■富山県富山市の太陽光発電促進区域 (2023年3月) 

Balancing Regulation and Promotion

出典：富山市
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太陽光発電のコストは低下

■日本と世界の太陽光発電のコスト

Solar PV Generation Cost Declining

出典：BloombergNEF
のデータをもとに資源
エネルギー庁が作成
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需要家によるコーポレートPPA

■コーポレートPPAの実施イメージ

Corporate PPAs by Electricity Users
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自家消費型のオンサイトPPA

■オンサイトPPAの事例 (工場、商業施設)

On-site PPAs for Self-consumption

出典：DMG森精機 (左)、Sun Trinity (右)
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コーポレートPPAのコスト効果

■コーポレートPPAと電気料金の比較 (高圧、再エネ賦課金を含む)

Cost Effectiveness of Corporate PPAs 

出典：電力・ガス取引監
視等委員会の公表データ
をもとに自然エネルギー
財団が作成

注：消費税を含まない。
政府の電力・ガス料金支
援による値引きを含む
（2022～2025年度）。
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オフサイトPPAも拡大

■オフサイトPPAの契約件数の推移 (公表案件)

Off-site PPAs Expanding

* 2026年度の契約件数は1月1日
～6月30日の暫定値。

注：ニュースリリースで需要家名
を公表した案件を自然エネルギー
財団が集計。契約を公表した年で
分類、必ずしも契約を開始した年
ではない。
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地域貢献型のオフサイトPPA

■営農型の太陽光発電によるオフサイトPPAの事例

Off-site PPA for Local Contribution

出典：オーエスジーほか
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陸上風力発電のオフサイトPPA

■陸上風力発電によるオフサイトPPAの事例

Off-site PPA for On-shore Wind

出典：住友商事ほか
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水力発電のオフサイトPPA

■水力発電によるオフサイトPPAの事例

Off-site PPA for Hydro

出典：中部電力ミライズほか
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地熱発電のオフサイトPPA

■地熱発電によるオフサイトPPAの事例

Off-site PPA for Geothermal

出典：ふるさと熱電 (写真)、デジタルグリッド (図)



22

バイオマス発電のオフサイトPPA

■バイオマス発電によるオフサイトPPAの事例

Off-site PPA for Biomass

出典：NTTファシリティーズほか
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需要家の企業が電力の小売も

■自然エネルギーの電力を調達・販売する体制づくり

Electricity Retail by Corporate Users

出典：セブン＆アイ・ホールディングス
ヒューリック、三菱UFJ銀行
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課題と対策

◆地域の反対：地域にメリットをもたらす自然エネルギーを推進

◆太陽光発電に偏重：ほかの発電方法のコスト低減、FIPの活用

◆系統接続の手続き：高圧以上で長期化、早めに着手

◆オフサイトPPAのコスト：地域や規模によって割高、契約年数の延長などで改善

◆事業者の資金調達：国・自治体・金融機関による支援の拡充

◆GHGプロトコルの改定：当面の影響は大きくない見通し、長期の視点で対応

Challenges and Solutions
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ご清聴ありがとうございました。

本資料の図表で出典の記載がないものは
自然エネルギー財団によるものです。

発表内容は講演者の見解に基づくものであり、
自然エネルギー財団の公式見解ではありません。
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